
（単位：億円）

剰余金等
の増減

b

出資金等
の増加

c

８年度 113,740 20,814 △124,491 217,417 228,457 △13,254 2,213

７年度 85,397 20,598 △105,481 170,281 189,820 △21,102 1,563

増減 ＋28,342 ＋216 △19,010 ＋47,136 ＋38,638 ＋7,848 ＋650

〈特別会計〉

８年度 37 37 － － － － － 15

７年度 50 50 － － － － － 15

増減 △13 △13 － － － － － －

８年度 － － － － － － － 16

７年度 － － － － － － － 16

増減 － － － － － － － －

８年度 △5,734 7,434 △12,663 △506 － △506 － 15

７年度 △5,984 8,198 △12,204 △1,978 － △1,978 － 16

増減 ＋250 △764 △460 ＋1,473 － ＋1,473 － △ 1

〈政府関係機関〉

８年度 14,206 2,105 △32,557 44,658 67,664 △23,007 1

７年度 16,904 2,090 △15,962 30,776 52,589 △21,814 1

増減 △2,698 ＋15 △16,596 ＋13,882 ＋15,076 △1,193 △0

８年度 3,088 659 △21,682 24,112 38,103 △13,991 0 31

７年度 6,914 649 △9,935 16,201 30,387 △14,187 0 31

増減 △3,825 ＋11 △11,747 ＋7,911 ＋7,716 ＋196 △0 －

８年度 3,753 900 △8,552 11,404 19,086 △7,681 0 21

７年度 3,393 857 △3,663 6,199 13,700 △7,502 0 21

増減 ＋360 ＋44 △4,890 ＋5,205 ＋5,385 △180 △0 －

８年度 2,195 500 △2,323 4,018 4,008 10 1 60

７年度 2,099 530 △2,364 3,933 3,925 7 1 60

増減 ＋96 △30 ＋41 ＋85 ＋83 ＋3 ＋0 －

８年度 5,133 10 － 5,122 6,466 △1,344 0 20

７年度 4,453 11 － 4,442 4,574 △133 0 20

増減 ＋680 △1 － ＋681 ＋1,892 △1,211 ＋0 －

８年度 37 36 － 1 2 △1 － 25

７年度 46 44 － 2 2 0 － 25

増減 △9 △8 － △0 ＋1 △1 － －

８年度 306 99 △1,018 1,224 1,187 △0 37 37

７年度 56 56 △1,045 1,045 1,014 0 32 37

増減 ＋250 ＋43 ＋28 ＋179 ＋173 △0 ＋6 －

８年度 1,755 － △16,108 17,863 15,915 943 1,004

７年度 1,992 － △8,438 10,431 10,242 △270 458

増減 △237 － △7,669 ＋7,432 ＋5,673 ＋1,213 ＋546

８年度 1,573 － △15,334 16,907 14,449 1,454 1,004 26

７年度 1,832 － △7,914 9,747 9,189 99 458 27

増減 △259 － △7,420 ＋7,161 ＋5,260 ＋1,355 ＋546 △ 1

８年度 182 － △773 955 1,466 △511 － 20

７年度 160 － △524 684 1,053 △369 － 20

増減 ＋22 － △249 ＋271 ＋413 △142 － －

８年度 43,232 － △35,238 78,471 72,066 5,978 427 48

７年度 31,045 － △41,875 72,920 69,391 3,113 416 51

増減 ＋12,187 － ＋6,636 ＋5,551 ＋2,675 ＋2,865 ＋11 △ 3

令和８年度　政策コスト分析結果一覧

機　　関　　名 政策コスト
分析
期間

（年）

経年比較分析
（実質増減）

（感応度分析）
前提金利

＋１％ケース
（基本ケース
からの増減）

（感応度分析）
個別前提

±１％ケース
（基本ケース
からの増減）

国の支出
（補助金等）

国の収入
（国庫納付等）

出資金等による
機会費用

=a+b+c

変化させた
前提条件の

分類

分析期首までに
投入された出資

金等

a

分析期間中に新たに
見込まれる政策コスト

合計②（公表機関のみを合計） △21,399 ＋28,231 ＋3,109

食料安定供給特別会計 ＋19 △0 ＋0 ③

エネルギー対策特別会計 － － － －

自動車安全特別会計 △1,394 ＋2,358 ＋356 ②

（株）日本政策金融公庫 △361 △647 ＋172

国民一般向け業務勘定 ＋760 △2,054 ＋114 ①

中小企業者向け融資・
証券化支援保証業務
勘定

△1,129 ＋1,394 ＋40 ①

農林水産業者向け業務
勘定

＋177 ＋85 ＋5 ①

危機対応円滑化業務
勘定

△167 △70 ＋12 ④

特定事業等促進円滑化
業務勘定

△2 △1 ＋0 ⑤

沖縄振興開発金融公庫 ＋128 ＋46 ＋1 ①

（株）国際協力銀行 △2,178 ＋767 ＋88

（独）国際協力機構 △13,581 ＋7,516 ＋21 ③

（注１）各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

一般業務勘定 △2,163 ＋749 ＋86 ①

特別業務勘定 △16 ＋17 ＋2 ①

（注２）感応度分析（個別前提±１％ケース）における変化させた前提条件の分類については以下のとおりとなっている。
　　　　①：貸倒償却額＋１％　　　　　　　　　②：事業収入等△１％　　　　　　　　　③：事業費等＋１％　　
　　　　④：補償金・保証損失引当金＋１％　　　⑤：利子補給金＋１％　　　　　　　　　⑥：借入金＋１％

合 計



（単位：億円）

剰余金等
の増減

b

出資金等
の増加

c

機　　関　　名 政策コスト
分析
期間

（年）

経年比較分析
（実質増減）

（感応度分析）
前提金利

＋１％ケース
（基本ケース
からの増減）

（感応度分析）
個別前提

±１％ケース
（基本ケース
からの増減）

国の支出
（補助金等）

国の収入
（国庫納付等）

出資金等による
機会費用

=a+b+c

変化させた
前提条件の

分類

分析期首までに
投入された出資

金等

a

分析期間中に新たに
見込まれる政策コスト

〈独立行政法人等〉

８年度 25 25 － － － － － 6

７年度 20 20 － － － － － 6

増減 ＋5 ＋5 － － － － － －

８年度 143 － △545 688 713 △25 － 31

７年度 82 － △442 525 570 △45 － 31

増減 ＋61 － △103 ＋164 ＋143 ＋21 － －

８年度 2,840 2,876 △36 0 0 － － 26

７年度 1,026 1,174 △149 0 0 － － 26

増減 ＋1,815 ＋1,702 ＋113 ＋0 ＋0 － － －

８年度 1,286 39 － 1,247 1,978 △731 － 41

７年度 863 149 － 714 1,092 △378 － 40

増減 ＋423 △110 － ＋533 ＋886 △353 － ＋1

８年度 2,470 － － 2,470 1,334 1,136 － 30

７年度 2,579 － － 2,579 1,064 1,515 － 31

増減 △109 － － △109 ＋270 △379 － △ 1

８年度 140 25 － 114 128 △13 － 16

７年度

増減

８年度 99 39 － 60 125 △64 － 16

７年度 58 42 － 16 82 △66 － 16

増減 ＋41 △3 － ＋44 ＋43 ＋1 － －

８年度 55 42 － 13 63 △50 － 26

７年度 41 40 － 1 47 △46 － 27

増減 ＋14 ＋2 － ＋12 ＋16 △3 － △1

８年度 3 3 － － － － － 33

７年度 4 4 － － － － － 33

増減 △1 △1 － － － － － －

８年度 4,729 4,596 － 133 263 △138 8

７年度 5,503 5,445 － 58 179 △128 7

増減 △774 △849 － ＋74 ＋83 △10 ＋1

８年度 4,579 4,579 － － － － － 19

７年度 5,426 5,426 － － － － － 20

増減 △847 △847 － － － － － △1

８年度 114 － － 114 251 △138 － 18

７年度 44 － － 44 172 △128 － 18

増減 ＋69 － － ＋69 ＋79 △10 － －

８年度 36 17 － 19 11 － 8 40

７年度 33 19 － 14 7 － 7 41

増減 ＋3 △2 － ＋5 ＋4 － ＋1 △1

８年度 △4 － － △4 － △4 － 26

７年度

増減

８年度 5,773 872 △218 5,119 3,876 1,242 －

７年度 1,911 975 △182 1,118 3,249 △2,130 －

増減 ＋3,862 △102 △36 ＋4,000 ＋628 ＋3,373 －

８年度 347 － △103 450 251 199 － 40

７年度 317 － △89 406 193 213 － 40

増減 ＋30 － △14 ＋44 ＋58 △14 － －

８年度 5,427 872 △115 4,669 3,625 1,044 － 36

７年度 1,594 975 △93 712 3,056 △2,343 － 36

増減 ＋3,833 △102 △22 ＋3,956 ＋570 ＋3,387 － －

＋0 ③

日本私立学校振興･
共済事業団（助成勘定）

△1 ＋58 ＋1 ①

全国土地改良事業団体
連合会

＋25 △0

（独）国立病院機構 △457 ＋379 ＋59 ②

（独）日本学生支援機構 ＋1,661 ＋789 ＋10 ①

（独）福祉医療機構
（一般勘定）

＋299 ＋110 ＋22 ①

（国研）国立精神・神経
医療研究センター

＋29 ＋13 ②

（国研）国立成育医療
研究センター

△22 ＋42 ＋25 ②

（国研）国立長寿医療
研究センター

＋9 ＋5 ＋6 ②

（独）大学改革支援・
学位授与機構

＋0 △0 ＋0 ⑥

（独）鉄道建設・
運輸施設整備支援機構

＋68 △91 ＋0

建設勘定 ＋49 △132 － ②

海事勘定 ＋15 ＋41 ＋0 ①

地域公共交通等勘定 ＋4 △0 ＋0 ③

電力広域的運営推進機関 ＋1 ＋0 ③

（独）住宅金融支援機構 ＋1,705 ＋1,841 ＋48

住宅資金貸付等勘定 ＋10 ＋65 ＋2 ①

証券化支援勘定 ＋1,695 ＋1,776 ＋46 ①

（注１）各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。
（注２）感応度分析（個別前提±１％ケース）における変化させた前提条件の分類については以下のとおりとなっている。
　　　　①：貸倒償却額＋１％　　　　　　　　　②：事業収入等△１％　　　　　　　　　③：事業費等＋１％　　
　　　　④：補償金・保証損失引当金＋１％　　　⑤：利子補給金＋１％　　　　　　　　　⑥：借入金＋１％



（単位：億円）

剰余金等
の増減

b

出資金等
の増加

c

機　　関　　名 政策コスト
分析
期間

（年）

経年比較分析
（実質増減）

（感応度分析）
前提金利

＋１％ケース
（基本ケース
からの増減）

（感応度分析）
個別前提

±１％ケース
（基本ケース
からの増減）

国の支出
（補助金等）

国の収入
（国庫納付等）

出資金等による
機会費用

=a+b+c

変化させた
前提条件の

分類

分析期首までに
投入された出資

金等

a

分析期間中に新たに
見込まれる政策コスト

８年度 6,387 518 △1,213 7,082 6,195 876 12 80

７年度 1,831 483 △5,822 7,169 6,223 940 7 80

増減 ＋4,556 ＋35 ＋4,609 △87 △28 △64 ＋5 －

８年度 37,206 494 － 36,712 36,692 － 20 58

７年度 28,503 540 － 27,963 27,948 － 15 42

増減 ＋8,703 △46 － ＋8,749 ＋8,744 － ＋5 ＋16

８年度 1,705 1,511 － 194 34 160 － 36

７年度 1,262 1,259 － 3 30 △27 － 37

増減 ＋443 ＋252 － ＋191 ＋4 ＋186 － △1

８年度 7,752 95 － 7,657 7,276 △320 701 89

７年度 7,715 70 － 7,645 7,259 △239 624 89

増減 ＋37 ＋25 － ＋12 ＋16 △81 ＋77 －

８年度 2 3 △0 0 － 0 － 16

７年度 3 3 △0 0 － 0 － 16

増減 △0 △0 △0 ＋0 － ＋0 － －

〈特殊会社等〉

８年度 △10,420 0 △24,632 14,211 12,773 1,438 － 37

７年度 △9,613 0 △19,022 9,409 8,718 691 － 38

増減 △807 △0 △5,610 ＋4,803 ＋4,056 ＋747 － △1

８年度 △102 － △135 33 － 33 － 30

７年度 △163 － △189 26 － 26 － 31

増減 ＋61 － ＋54 ＋7 － ＋7 － △1

８年度 △153 － △128 △25 174 △203 4 16

７年度 △291 － △151 △140 123 △267 3 17

増減 ＋138 － ＋23 ＋115 ＋51 ＋63 ＋0 △1

（注１）各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

＋1,271 ＋447 ②

（独）日本高速道路
保有・債務返済機構

△556 ＋2,890 ＋1,781 ②

（独）都市再生機構 ＋219

（独）水資源機構 ＋538 △47 ＋15 ③

（国研）森林研究・
整備機構（水源林勘定）

＋176 ＋33 ＋1 ②

（一財）民間都市開発
推進機構

＋51 △2 ＋0 ①

（独）エネルギー・
金属鉱物資源機構
（金属鉱業一般勘定）

＋0 △0 ＋0 ③

（株）日本政策投資銀行 △7,661 ＋10,732 ＋13 ①

　　　　①：貸倒償却額＋１％　　　　　　　　　②：事業収入等△１％　　　　　　　　　③：事業費等＋１％　　
　　　　④：補償金・保証損失引当金＋１％　　　⑤：利子補給金＋１％　　　　　　　　　⑥：借入金＋１％

中部国際空港（株） △85 ＋153 ＋29 ②

（注２）感応度分析（個別前提±１％ケース）における変化させた前提条件の分類については以下のとおりとなっている。



（凡例）分析結果の見方     （凡例）分析結果の見方  

１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円）

投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円） 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

② 経年比較分析（対前年度実質増減の算出） （単位：億円）

③ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※ 国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

3,400    4,400     +1,000 
・前提金利が1％上昇すると、余裕金の運用利息が増加し国庫納付額が増加
（△・・・億円）する一方で、出資金等の機会費用が増加（+・・・億円）するため。

(A) 8年度政策
コスト 【再掲】

貸倒償却額+1%
ケース

増減額 増減理由

3,400    4,000     +600 
・貸倒償却額が1％増加とすると、国庫納付額及び利益剰余金が減少（+・・・億
円）するため。

実質増減 主な増減要因

+1,000 
・〇年度新規融資に係る金利収支差により、国庫納付額及び利益剰余金が減少（+・・・億円）
・〇年度実績を踏まえた貸倒引当金繰入額の増加により、国庫納付額及び利益剰余金が減少（+・・・億円）
・〇年度新規融資に係る営業経費（人件費及び事務費）の増加により、国庫納付額及び利益剰余金が減少（+・・・億円）

(A) 8年度政策
コスト 【再掲】

前提金利+1%
ケース

増減額 増減理由

剰余金等の機会費用 △1,000 

出資金等の機会費用 100   

国の支出（補助金等） 600   ③その他（利ざや等） 1,600      

② 分析期間中に新たに見込まれる
政策コスト

△500 ②貸倒 1,600      

国の収入（国庫納付等）　※ △200 

(A) 8年度政策コスト 【再掲】 3,400    (A) 8年度政策コスト 【再掲】 3,400      

① 分析期首までに投入された出資
金等の機会費用分

3,900    ①繰上償還 200    

・〇年度新規融資に係る補給金の増加（+・・・億円）

3.出資金等の機会費用分 2,500    3,000    +500 
・前提金利の上昇による出資金の機会費用の増加（+・・・億円）
・〇年度実績を踏まえた貸倒引当金繰入額の増加に伴う利益剰余
金の減少（+・・・億円）

1.国の支出（補助金等） 300   600   +300 

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 2,100    3,400    +1,300 

分析期間（年） 27年      26年      △1年 

（独）〇〇〇機構（〇〇勘定）
https://www.○○○.go.jp/

　～の増進並びに～の普及及び向上を図るため、～に対して、～に必要な資金の融資（貸付事業）を行う。なお、機構による支援は、～のた
め、調達よりも低い金利で貸付をする構造となっている。
（参考）　財政投融資対象外の事業としては、～事業がある。

・年度が進行したことで、最長の債権が回収されるまでの期
間が1年短縮

区分 ７年度 ８年度 増減 主な増減要因

2.国の収入（国庫納付等）　※ △700 △200 +500 
・前提金利の上昇による余裕金の運用利息の増加（△・・・億円）
・〇年度新規融資に係る金利収支差（+・・・億円）

https://www.








【政策コストの推移】

（単位：億円）

29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

700 700 700 700 2,200 1,200 2,100 2,100 3,400

300 300 300 300 300 300 300 300 600

△100 △100 △100 △100 △100 △100 △700 △700 △200

500 500 500 500 2,000 1,000 2,500 2,500 3,000出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】
・ （独）・・・機構（・・・勘定）の政策コスト分析おいては、国庫納付を計上しているものの、出資金等の機会費用を上

回る利益水準にないため、政策コストが生じる構造にある。

・ 令和〇年度までは、マイナス金利下で前提金利が低位で推移していたため、政策コスト（出資金等の機会費用）

は低位で推移。

・ 令和〇年度においては、コロナ融資のための出資金措置を受けて、出資金等の機会費用が増加。

・ 令和〇年度においては、コロナ融資の実績が計画を下回ったことで貸倒引当金繰入額が減少し（利益剰余金は

増加）、出資金等の機会費用が減少。

・ 令和〇年度においては、前提金利の上昇によって、余裕金の運用利息が増加し国庫納付が増加した一方で、出

資金等の機会費用も増加したため、政策コストは上昇。

・ 令和〇年度においては、前提金利の上昇によって出資金等の機会費用が上昇したことに加えて、〇年度新規融

資に係る補給金措置等によって政策コストが上昇。

【政策コスト分析結果（令和8年度）に対する財投機関の自己評価】
・ （独）・・・機構（・・・勘定）の令和〇年度の政策コスト分析結果は、前提金利の上昇及び与信関係費用（足元の動

向を踏まえた貸倒引当金繰入額）の増加により、過去10年間の中で最も高い水準となった。

・ 一方、当該事業の社会・経済的便益において、機構の融資（令和〇年度末における融資残高〇兆円、融資件数

〇件）は、新事業創出（スタートアップ）やGX（脱炭素）等の社会課題の解決に対して、一定の貢献を果たしてい

ると評価できる。

・ 経年比較分析においては、与信関係費用（足元の動向を踏まえた貸倒引当金繰入額）の増加等によって、昨年度

に比べて政策コストが1,000億円増加する結果となっており、機構としても、今後の貸倒の動向には注意が必要と認

識している。

・ また、感応度分析（前提金利＋１％ケース）においては、出資金等の機会費用の増加によって、政策コストが1,000

億円増加する結果となっており、引き続き、効率的な事務運営及び十分な便益の創出等に留意する必要がある。

△3,000

△2,000

△1,000

-

1,000

2,000

3,000

4,000

29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

（単位：億円）

≪（独）○○○機構（○○勘定）≫ 出資金等の機会費用
国の収入（国庫納付等）
国の支出（補助金等）
政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。

 

 






